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1. はじめに 

建築基準法に定められている耐震設計において建築物

の設計条件には、地震荷重を算定する際に表層地盤の影

響を考慮する振動特性係数（以下、𝑅𝑡とする）がある。

𝑅𝑡は建築物の設計用一次固有周期と表層地盤の種類

によって決定する。設計条件では表層地盤は 3 種類

の地盤種別に分類されている。しかし、実際の表層地

盤はエリアが異なれば、表層地盤の深度や土質、土層

などの構成も異なる。そのため、地盤種別による分類

が同じエリアでも表層地盤の構成が異なれば地震動

増幅特性も異なる。また、表層地盤が建築物に与える

影響を検討する場合、表層地盤による地震動増幅特

性について考慮するだけでなく表層地盤と建築物を

一体に考慮する必要がある。考慮が必要な例として

共振現象などが挙げられる。建物高さ 60 m 以下の中

低層の建築物は時間的、経済的観点などから構造設

計時には時刻歴応答解析を通常行わないため、𝑅𝑡な

どを用いた建築基準法で定められた設計条件が使用

される。ところが、この設計条件では表層地盤が与え

る影響についての検討が十分に行われているとはい

えない。清水ら 1)や時松ら 2)は木造建物が被害を受け

る大きさの要因の一つとして、表層地盤が影響する

ことを確認している。したがって、耐震設計における

建築物の設計条件で表層地盤を考慮する方法は簡便

であるが、実際は各表層地盤に応じた地震動増幅を

考慮した上で建築物への影響を必要があるといえる。 

本研究では、表層地盤を 3 種類に分類したときの

地震動増幅特性と建築物への影響を明らかにするこ

とを目的とする。 

 

2. 研究方法 

 ShakePRO-L3)で地盤種別3種類を想定した表層地

盤による地震動増幅特性の違いを時刻歴応答解析に

より明らかにする。解析結果から得られた表層地盤

により増幅した地震波を用いて、DynamicPRO4)で建

築物にもたらす影響を時刻歴応答解析により明らか

にする。このとき、地盤と建築物の相互作用は考えな

いものとする。 

 入力地震波はあらかじめShakePRO-Lに搭載され

ている、平成 12 年建設省告示第 1461 号四号イ 5)で

示されている「極めて稀に発生する地震動」の応答ス

ペクトルに適合した、位相分布の異なる 3 種類の地

震動データを使用する。図 1 に 3 種類の位相の加速

度の時刻歴波形を示す。それぞれ(a) JMA 神戸 NS 位

相、(b) 八戸 EW 位相、(c) 乱数位相を用いている。 

 

図 1 3 種類の入力地震波 加速度の時刻歴波形 

 

 表層地盤は ShakePRO-L を用いて解析を行う。図

2 に示すように𝐻：表層地盤厚、𝑉𝑠：せん断波速度、

工学的基盤から表層地盤に入射するせん断波速度を

400 m/s とする。また、本研究では表層地盤は 1 層か

表層地盤の地震動増幅特性を考慮した鋼構造建築物の地震時挙動 
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らなるものとする。せん断歪み依存性は非線形とし

て解析を行う。せん断歪み依存性が非線形の場合、せ

ん断歪みが増加すると、せん断剛性比は減少、減衰定

数は増加する。せん断剛性比と減衰定数はともに層

ごとに等価として扱う。 

上部構造はDynamicPRO を用いて、解析対象とす

る建物を質点系モデルに置き換え、基礎固定として

解析を行う。本研究では、地盤と建物の相互作用は

考慮せず、表層地盤により増幅された地震波を用い

て建物の解析を行う。図 3 に示すように、𝑖：階層、

𝑤𝑖：𝑖層での層重量、𝑘𝑖：𝑖層でのせん断剛性、ℎ𝑖：𝑖

層での階高とする。復元力特性は弾性と弾塑性の 2

種類で解析を行う。 

 

図 2 表層地盤モデル 図 3 質点系モデル 

 

3. 解析例題 

3.1. 地盤種別3種類の地震動増幅特性 

地盤種別 3 種類の表層地盤である第一種地盤、第二種

地盤、第三種地盤（以下、第一種、第二種、第三種とする）

を昭和 55 年建設省告示第 1793 号 6)で示されている

固有周期 𝑇𝑐により再現する。4 分の 1 波長則から表層地

盤のせん断波速度 𝑉𝑠を算出する。表1に地盤種別ごとの

特性値を示す。また、本研究では、せん断歪み依存性は図

4 に示す、あらかじめ ShakePRO-L に搭載されてい

るせん断歪み依存データである平均・砂質土【古山

田・宮本モデル】を採用する。 

 

表 1 地盤種別ごとの特性値 

 

図4 平均・砂質土【古山田・宮本モデル】3) 

 

 解析の結果、地表面での加速度は第一種、第二種、第三

種の順に大きくなった。地表面での変位と減衰定数は第

三種、第二種、第一種の順に大きくなった。本研究では、

表層地盤を 1 層としており減衰定数は層ごとに等価とし

て扱われるため、固有周期が大きい表層地盤は加速度が

大きく増幅しないが変位は増幅が大きくなる。一方、固有

周期が小さい表層地盤は変位が大きく増幅しないが加速

度は大きく増幅する。 

入力地震波 3 種類とも解析結果は同じ傾向にあったた

め、代表して、図5に八戸EW位相についての地盤種別

3種類の時刻歴加速度の解析結果を示す。それぞれ(a) 第

一種、(b) 第二種、(c) 第三種のデータである。 

 

図5 解析結果 地表面での加速度の時刻歴波形 

 

3.2. 上部構造の地震時挙動 

 構造設計・部材断面事例集 7)（以下、設計事例集とする）

の高さ20.5 mの鉄骨造設計事例S-1（以下、S-1とする）

をモデルとして採用する。図6に示すように、5階建てで

地盤種別 𝑇𝑐 (s) 𝐻 (m) 𝑉𝑠 (m/s) 

第一種 0.4 

30 

300 

第二種 0.6 200 

第三種 0.8 150 

-600

0

600

0 30 60 90 120

加
速
度

(c
m

/s
2
)

時刻 (s)

(c) 第三種

-600

0

600

0 30 60 90 120

加
速
度

(c
m

/s
2
)

時刻(s)

(b) 第二種

-600

0

600

0 30 60 90 120

加
速
度

(c
m

/s
2
)

時刻(s)

(a) 第一種

表層地盤 

𝐻 (m) 

工学的基盤 400 m/s 

𝑉𝑠 (m/s) 

𝑘𝑖 , ℎ𝑖 

 

  

𝑘2, ℎ2 

𝑘1, ℎ1 

𝑤𝑖 

𝑤2 

𝑤1 

 294



ある S-1 を 5 質点系モデルに置き換える。設計用一次固

有周期は0.615 s、建物周期は0.940 sである。表2にS-

1モデルの特性値を示す。 

 入力地震波は 3.1 節の解析結果から得られた地表面で

の加速度を使用する。復元力特性が弾塑性の場合、塑性タ

イプをバイリニア、履歴タイプを標準型とする。設計事例

集を基に計算し評価した復元力特性を使用する。図 7 に

弾性、図8に弾塑性の復元力特性モデルを示す。 

 

図 6 上部構造モデル 

 

表 2 上部構造の特性値 

 

図7 弾性復元力特性モデル 

 

図8 弾塑性復元力特性モデル 

解析の結果、復元力特性が弾性、弾塑性のどちらの

場合も、最大層間変形角および最大層せん断力は第

二種、第一種、第三種の順で大きくなった。復元力特

性が弾塑性の場合は、弾性の場合に比べて応答値が

小さくなった。最大層間変形角では、第二種のとき、

応答値が大きく減少し、第一種のとき、応答値が 1/75 

rad 以内に収まった。層せん断力では、第二種のとき、

応答値はおよそ半分以下になり、第一種のとき、応答

値は保有水平耐力に近い値になった。 

入力地震波3種類とも解析結果は同じ傾向にあったた

め、代表して、八戸EW 位相を用いたときの解析結果で

ある最大層間変形角、最大層せん断力をそれぞれ図 9、

図 10 に示す。(a)に復元力特性弾性、(b)に弾塑性の

場合の応答値を示す。 

 

図 9 解析結果 最大層間変形角 

図 10 解析結果 最大層せん断力 
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設計事例集に記載されている建物周期 0.940 s で

地表面での加速度応答スペクトルをみると、第二種、

第一種、第三種の順に大きな値となっている。 

復元力特性が弾塑性の場合、建築物の塑性化によ

り建物周期が応答スペクトルと対応しないことがあ

る。弾性の場合に第二種、第一種、第三種の順となっ

ていることから、弾塑性の場合も同じような傾向が

あると推測し、各応答値が入力地震波の大きさの順

と異なり、第二種が最も大きくなったと考えられる。 

入力地震波3種類とも加速度応答スペクトルは同じ傾

向にあったため、図 11 に八戸 EW 位相の地表面での加

速度応答スペクトルを示す。 

 

図 11 八戸 EW 位相 加速度応答スペクトル 

 

4. おわりに 

 本研究では、地盤種別 3 種類を想定した表層地盤

による地震動増幅特性の違いを明らかにし、表層地

盤により増幅した地震波が建物にもたらす影響を検

討した。得られた知見を以下に示す。 

 表層地盤による地震動増幅特性を以下に示す。表

層地盤のせん断歪み依存性を非線形とした場合、第

一種、第二種、第三種の順で増幅が大きくなった。せ

ん断歪み依存性によるエネルギーの減衰が起こり、

地震波の増幅を抑えたことが分かった。 

 5 階建て鋼構造建物の復元力特性が弾性の場合、弾

塑性の場合、どちらの場合も第二種、第一種、第三種

の順に最大層間変形角および最大層せん断力の応答

値は大きくなった。弾性と弾塑性の場合を比べると、

弾塑性の場合の方が各最大応答値は小さくなってい

るので、建築物の塑性化によるエネルギーの減衰が

起こり、地震によってかかる力と変形を抑えたこと

が分かった。 

 本研究では、地盤種別 3 種類の表層地盤の地震動

増幅の特性を簡易に再現し、上部構造への影響を確

認することができた。今後の展望として、実際の観測

データを基にした表層地盤モデルを作成し、簡易に

再現した地盤種別 3 種類との地震動増幅特性の比較

と、建物モデルの解析事例を増やし、建物への影響に

ついて検討していく。 
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